
名称 開発年次 型式 実施事業者

益田式航路標識ブイ 1965 振動水柱型 緑星社

海明 1978 振動水柱型 海洋科学技術センター

振り子式波力発電 1981 可動物体型 室蘭工業大学・日立造船

海陽 1984 可動物体型 日本造船振興財団

表1 日本の主な波力発電ｼｽﾃﾑ

高出力波力発電システムの基礎資料
２０１６年４月２１日 海友フォーラム懇談会 浜本剛実

海陽 1984 可動物体型 日本造船振興財団

波力発電防波堤 1987 振動水柱型 運輸省港湾局

マイテイホエール 1998 振動水柱型 海洋科学技術センター

ジャイロ式波力発電 2003 可動物体型 神戸大学

つるべ式波力発電 2007 可動物体型 山口大学

益田式航路標識ブイは1965年に緑星社より定額出力100Ｗの波力発電装置を搭載した航路標識ブイとして実用化し、国
の内外で数千台が稼働中である。その後に日本がとり組んだ高出力波力発電技術開発は実用化されていない。
1973年の第一次石油ショックを契機に波力発電の研究は本格化し、表1に示す発電システムが提案され、実証実験が実
施されたが、その後、石油価格の高騰が沈静化し、研究開発投資も先細りとなり、主なプロジェクトは2003年に終了した。
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名称 実施期間 型式 実施事業者

機械式波力発電 2013－2015 機械式 PB-MES 三井造船

空気タービン式波力発電 2013－2015 空気タービン式 PW-OWC 三菱重工鉄鋼エンジニアリング・東亜建設

ジャイロ式波力発電 2013－2015 ジャイロ式 ジャイロダイナミックス・日立造船

越波式波力発電 2013－2015 越波式 市川土木・協立電機・いであ

表2 ＮＥＤＯに採択された波力発電システムの実証試験

2011年3月11日の東日本大震災以降、我が国のエネルギー政策の見直しの中で、再度、再生可能エネル
ギーの利用促進が求められ、下記の条件を満たす表2に示す波力発電システムの実証試験がＮＥＤＯ（新エギーの利用促進が求められ、下記の条件を満たす表2に示す波力発電システムの実証試験がＮＥＤＯ（新エ
ネルギー・産業技術総合開発機構）に採択された。

（1）実用段階に近いシステムで、発電効率が高く、事業化時に発電コストが40円/ｋＷｈ以下であること。
（2）運用・メンテナンスの環境影響評価と荒天時の係留対策が確立していること。
（3）実証試験フイールドの確保していること。

波力発電を事業化するためには、波力発電が「新エネルギー」と認知され、電力固定買取制度の対象となる
ことが必須要件である。波力発電はエネルギーを供給するのみならず、波エネルギーをベースとした新産業
の育成も期待されている。海洋エネルギー資源利用推進機構は2020年までに51ＭＷの発電規模を想定して
いる。
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図1 各種再生可能エネルギーの密度比較
図2 各種発電システムの電気エネルギー変換効率
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図3 海岸線1 ｍ当たりの波パワー 3



図4 日本近海の波エネルギー分布（出典：港湾技術研究資料 Ｎｏ654）

図5 近海の波エネルギー分布
（出典：海上技術安全研究所）

図6 日本の排他的経済水域（出典：資源エネルギー庁） 4

水深50ｍ以下
（平均波パワー：7ｋＷ/ｍ）×（総海岸線長：5200ｋｍ）= 36GW

水深50ｍ以上
(平均波パワー：15 ｋＷ）×（沖合線長：10,000ｋｍ）=150GW
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図8 振動水柱型変換装置の作動原理 図9 ウエルスタービンの回転条件

1965年に緑星社より海上保安庁向
けに商品化された定額出力100Ｗ
の振動水柱型波力発電である。

水面の上下動による往復空気流中
で、一定方向に回転するウエルスター
ビンで発電機を駆動する。

1977年に英国のウエルズによって考

案されたウエルズタービンはロターの
周辺に複数の翼が取り付けられ、空
気流に対して直角に置かれ、一定方
向に回転する。
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図10 海明「波力発電浮体」（出典：海洋科学技術センター）

海明は全長 80ｍ・幅 12ｍ・総重量 800 t の浮体に22
個の空気室を設置。

山形県鶴岡市由良の沖合3ｋｍに入射波の進行方向
に沿って係留し、1978年から1985年まで3回の海上
実験を実施。

第1次実験はＩＥＡ（国際エネルギー機関）との共同研
究として、英国・米国・カナダ・アイルランドが参加。

第2次実験は東北電力の実系統への送電テスト。

図11 海明の係留方式

第2次実験は東北電力の実系統への送電テスト。

第二次実験後、全長を120mに改造。

第3次実験は英国製のウエルズタービンと米国製の
マコーミックタービンの発電出力テストを実施。
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図12 タンデムウエルスタービンの構造
（出典：日本財団）

図13 マコーミックタービンの作動原理
（出典：三菱技報Ｖ0ｌ．49）（出典：日本財団） （出典：三菱技報Ｖ0ｌ．49）

マコーミックタービンは米国アナポリスの海軍大学のマ
コーミック教授の発明したもので、往復流中で一定方向
に回転するタービンである。ロータは一段と二段の二種
類がある。

ウエルズタービンが低トルク高速回転であるのに対し、
マコーミックタービンは高トルク低速回転である。この
タービンは海明の第3次海上試験で作動が確認され、
空気タービン式波力発電システムに装備されている。

ウエルズタービンは英国クイーンズ大学のウエルズ
教授の発明したもので、往復流中で一定方向に回
転するタービンである。

翼の揚力による軸力がベアリング軸受破損の原因
となるため、二個のウエルズタービンをタンデムに
配置し、軸力が互いに相殺する仕組みにしたもの
がタンデムウエルズタービンで、富士電機が特許を
取得している。
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図14 振動水柱型波力発電システム（出典：運輸省港湾局）

振動水柱型波力発電システムは
空気室内に出入りする波の上下
動によって発生する往復空気流で
タービンを回転させ、発電機を駆
動する方式である。

このシステムの実証実験は山形
県酒田港で1987年から実施され、

有義波高と発電出力の関係より発
電効率は12％であった。

図15 空気タービン式波力発電システムPW-OWC （出典：ＮＥＤＯ）

この方式の発電出力向上のため、
プロジェクチングウォールを取り付
け、空気室内の定常波の共振によ
る空気パワーの向上とマコーミック
タービンを採用し、発電機駆動トル
クの向上を図ったものを空気ター
ビン式波力発電システムと呼び、
ＮＥＤＯの実証試験に採択されて
いる。発電効率は24％に向上して
いる。
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図16 マイティホエール 振動水柱型波力発電浮体（出典：海洋研究開発機構） 図17 海陽 （出典：日本造船振興財団）

マイティホエールは全長50ｍ・幅30ｍ・排水量4380 ｔの浮体で、振動

水柱型波力発電システムを搭載し、空気室は波の入射方向に開放さ
れ、後方に浮力室とスロープを配置している。

8枚翼のタンデムウエルズタービン発電機120ｋＷ（30ｋＷ×2、60ｋＷ）
を搭載し、1998年～2002年まで三重県五ヶ所湾沖に係留され、海洋
科学技術センターの実海域実験で発電効率は最大15％、発電コスト
は123～181円/ｋＷｈと試算、開発費は17億円。

海陽は可動物体型波力発電システム
で、波による浮体の上下運動と固定構造
物との相対運動をリンク機構で、油圧に
変換し、油圧モーターを経て交流発電機
を駆動するシステムである。

沖縄県八重山郡竹富町サバ崎沖の水深
10ｍに設置し、1984年と1985年に実用
試験を実施。
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図18 振り子式波力発電（出典：室蘭工大・日立造船）

ロータリーベーンポンプ

振り子式波力発電は可動物体型で、造波装置の逆
の原理で波エネルギーを電力に変換する発電方式
である。往復運動によりロータリーベーンポンプが
油圧モーターを一定方向に回転させ、油圧モーター
が発電機を駆動する。

室蘭工大と日立造船が開発し、北海道増毛港の堤
防に設置して、1981年から1986年にかけて実験が
行われ、その後、漁民センターの20ｋＷ相当の熱源

として利用された。また、下部支持型振り子式と呼
ばれる波力発電システムが京都府宮津市の関西電
力宮津エネルギー研究所に設置されている。

この振り子式波力発電は水室のない振り子式発電装
置で、波受け板は幅4ｍ、高さ2ｍで発電能力は最大43
ｋＷ、平均10ｋＷで、水深3ｍの海底に固定する。水中

で波受け板が振り子運動すると、上部にある油圧シリ
ンダーを動かし、オイルモーターを駆動して発電する。

この波力発電は文部省が東北の復興に向けて推進す
るプロジェクトで、東京大学生産技術研究所が岩手県
久慈市の漁港で９月から実証実験の予定である。
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図19 振り子式波力発電（出典：東京大学）



図20 つるべ式波力発電システム（出典：山口大学）

海上実験

Ｈ（ｍ）

つるべ式波力発電システムは滑車にフロートと
カウウンターウエイトを取り付け、フロートは海面
に浮かべてフロートの上下運動を滑車と回転変
換器によって回転運動に変換してタービンを回
す可動物体型である。

海上実験は2005年に山口県下関市彦島で実施
され、海上実験で用いられたフロートは直径3ｍ・
高さ3ｍ・質量21.2ｔ及びカウンターウエイトの8.16
ｔである。

周期をパラメータとし、発電出力を規則波の波高

の関数として示している。この発電方式では波周
期が長くなると発電出力が小さくなることが分か
る。

図21 規則波高に対する発電出力
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図22 ジャイロ式波力発電システム（出典：神戸大学） 図23 ジャイロモーメント

ジャイロ式波力発電は揺れる浮体に搭載したフライホイールのジャ
イロモーメントで発電機を駆動するもので、従来のエネルギー変換
方式とは原理が異なる。

神戸大学は2003年よりプロトタイプの開発・実験を行い、2010年に
45ｋＷの海上実験を行った。

2013年にはＮＥＤＯの実施する実証研究に採択され、ジャイロダイ
ナミックス社・日立造船が実海域試験を実施している。

図24 発電システムの断面図
12



図25 機械式波力発電システム 図27 係留システム（出典：三井造船）図26 発電機駆動システム

機械式波力発電システムは米国のOｃｅａｎ Power Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ 社

によって考案されたＰｏｗｅｒＢｕｏｙと呼ばれる波力発電システムを三井造
船が日本の海域に適した日本型ブイ式発電システムである。

日本近海向けの緊張係留方式及び発電効率向上のための同調制御発
電方式を開発し、定格80ｋＷクラスのＰＢ－ＭＥＳを提案している。
ＰＢーＭＥＳの主要目は定格出力80ｋＷ・全高さ50ｍ・海面上高さ10ｍ・
フロート直径10ｍである。
発電パワー曲線より有義波高2ｍ、平均波周期6ｓの海洋波の発電パ
ワーは45ｋＷ、波パワーは120ｋＷとなるので、発電効率は38％となる。

図28 発電出力
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図29 固定式越波型波力発電システム 図30 浮体式越波型波力発電システム

越波型波力発電システムは固定式と浮体式がある。

固定式越波型波力発電システムは波を貯水池に越
波させて貯留し、水面と海面との落差を利用して海に
排水する際に、導水溝に設置した水車を回し発電す
る方式である。

このシステムは土木工事を伴うので、高価となるため
作られた実績はない。

浮体式越波型波力発電システムは傾斜板を乗り越えた
波が落下するときの水流を貯水槽に取り込み、底から流
出する水流でプロペラを回転させ、発電機を駆動する方
式である。越波量を増やす傾斜板の角は20°であること
が実験的に確認されている。

この方式は東海大学で考案され、ＮＥＤＯの実証実験に
採択され、協立電機・いであ・市川土木が実証実験を実
施する。
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図31 Pelamis 波力発電システム（出典：Pelamis Wave Power Ltd）

Pelamisは全長150ｍ・直径3.5ｍ・排
水重量700ｔ・発電出力750ｋＷで英国
のOcean Power Derivery 社研究開発
を行い、ポルトガル沖に750kW×3を
設置し、プロジェクトが開始された。
発電システムは直径3.5ｍの円筒浮
体4台を縦に連結し、連結部分にシリ

ンダーポンプと油圧変速機を使用し
て発電機を駆動する。その後、故障
が発生して改修が行われている。開
発費は２億円。

図32 Oyster 波力発電システム（出典：Aquamarine Power Ltd）

Oysterは海底固定式の波力発電シス
テムで、英国のAquamarine Power社
が開発した。
沿岸の水深10～15ｍの比較的浅い

海底に据え付け、波浪エネルギーに
より、ピン支持の振動板を海水ピスト
ンで駆動し、高圧ホースを通じて陸上
に設置した水力発電装置を駆動する
仕組みである。定格出力は300～600
ｋＷで210年に6000時間の運転実績
を示している。
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図33 分散型電力の海洋新産業への応用例 図34 波力発電防波堤
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図33 分散型電力の海洋新産業への応用例 図34 波力発電防波堤
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